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 農 地 災 害 復 旧 事 業 の 補 助 率 営 農 者 用

農地災害復旧事業は、基本補助率５０％から、市町村の災害復旧事業費と
被災農家戸数に応じて国庫補助率が嵩上げされ、農家負担が軽減されます。

農 地 の 補 助 率 の目 安
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地元負担の例（激甚災害を受け、補助率95％の場合）

● 以下の内容については、市町村にお問い合わせください。
① １戸当たり事業費の目安
② 地元負担の県、市町村、農家等の負担割合

各市町村の連絡先を記入

※ 近年の実績（平均）では、一般災害で約８０％、激甚災害で約９５％まで補助率が嵩上げされています。
※ １箇所費用が40万円以上であれば、災害復旧事業に申請可能です。

（例）

＝市町村の事業費合計／被災農家戸数

※ 最終的な補助率は、災害発災翌年の３月に確定します。

復 旧 費 用 地 元 負 担

被災農地Ａ

復旧費用：800万円

被災農地Ｂ

復旧費用：200万円

被災農地Ｃ

復旧費用：40万円

国 95%

190万円

国 95%

38万円

国 95%

760万円

国 庫 補 助

県、市町村等 農 家

県、市町村等 農 家

合 計：40万円

県、市町村等 農 家

合 計：10万円

合 計：2万円

・・・激甚災害

・・・一般災害

（国庫補助率の例）
市町村の災害復旧事業費年間合計：約１億円
被災農家戸数全体 ：250戸の場合
農家一戸当たり ：約40万円

約98％

約88％

※ 実際の農家一戸当たり事業費は、農業用施設災害復旧事業との
合計も踏まえて決定されます。
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担当部課名 電話番号

全国 農村振興局整備部防災課災害対策室 ０３－６７４４－２２１１

東北 東北農政局農村振興部防災課 ０２２－２６２－１３９４

関東 関東農政局農村振興部防災課 ０４８－７４０－０５６３

北陸 北陸農政局農村振興部防災課 ０７６－２３２－４７２７

東海 東海農政局農村振興部防災課 ０５２－２２３－４６４０

担当部課名 電話番号

近畿 近畿農政局農村振興部防災課 ０７５－４１４－９５６２

中四国 中国四国農政局農村振興部防災課 ０８６－２２４－９４２４

九州 九州農政局農村振興部防災課 ０９６－３００－６５１７

北海道 北海道農政部農村振興局農村整備課 ０１１－２０４－５４２５

沖縄 沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 ０９８－８６６－１６５２

お問い合わせ先

 農 地 災 害 復 旧 事 業 の 補 助 率 市 町 村 用

災害復旧事業は、農家負担軽減の観点から、市町村の災害復旧事業費と被
災農家戸数に応じて、国庫補助率が増高する仕組みとなっています。また、国
庫補助の残額を市町村が負担する場合、地方財政措置が講じられます。

農 地 の 補 助 率 の 目 安

国

庫

補

助

率

市町村負担に対する地方財政措置
補助災害復旧事業債：国庫補助残を市町村が負担又は改良区等を助成する場合、費用の90％まで起債でき、

そのうち95％が地方交付税措置算定の基礎となる基準財政需要額に算入されます。
特 別 交 付 税：市町村の災害復旧事業費の合計の２％※が特別交付税で措置されます。

特別交付税 ＝ 災害復旧事業費 × ２．０％

※市町村の場合

市町村が国庫補助残を全額負担する場合の交付税措置の試算

※ 補助率の確定は、発災翌年の３月となります。（災害査定と補助率増高申請を了した後）

（一戸当たり事業費の例）
市町村の災害復旧事業費年間合計：約１億円
被災農家戸数全体 ：250戸の場合
農家一戸当たり ：約40万円

＝市町村の事業費合計／被災農家戸数

約98％

約88％

・・・激甚災害

・・・一般災害

※ 上記とは別に、

交付税17％ 3％

交付税4.3％

0.7％

市町村負担２０％国庫補助率８０％

一般災害での国の補助

市町村負担
５％

国庫補助率９５％

激甚災害での国の補助

が措置されます。

必要に応じ、都府県等の連絡先を追記ください

※ 実際の農家一戸当たり事業費は、農地と農業用施設の合計事業費
及び受益者数から算出された１戸当たり事業費を、農地と農業用施
設の事業費でそれぞれ按分した額となります。
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